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地球環境問題の顕在化にともない、住宅政策においても、地球環境の保全や周辺環境と
の親和等を目的とした「環境共生型Jの住宅地整備が行われるようになった。建設省では
平成5年に環境共生住宅市街地整備事業等を創設し、環境共生型の住宅地整備の普及促進
が図られている。しかしながら、制度制定後、 5年が経過した現在にいたっても、国内で
の整備普及状況は定量的に把握されておらず、また、多様な環境保全・改善技術がどのよ
うに住宅地に導入されているのかといった実態もほとんど知られていない。
そこで、本研究では、環境共生型住宅地の定義及び、住環境整備事業としての位置づけ
を明確にするとともに、国内における整備普及状況を把握した。さらに事例研究を通じて
制度的課題や問題点を指摘した。
環境共生型住宅地に関連する国の補助事業のほとんどは公共セクターが指定されており、
民間開発による普及が進んでいないことがわかる。これは、公的な民間支援制度が不十分
であること、また整備費用が高額であるにもかかわらず事業の効果が定量化されていない
ことから、民間主体による開発まで実用性が高まっていないこと等の理由があげられる。
環境共生住宅地では、プロトタイプが存在するわけではなく、地域特性やポテンシャル等
に応じてさまざまに環境保全・改善技術が選択され、導入されているといえる。
環境共生型住宅地の整備は、低水準な住宅地の環境改善を目的とした、いわゆる「住環
境整備事業」とは異なり、中間水準以上の環境を有する住宅地へ適用される事業であると
位置っーけられる。したがって、今後事業実施においては、従来の社会保障としての住宅政
策にはない「効率性」も一つの判断基準として加えていかなければならない。
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1 .環境共生型住宅地の概要
1. 1 背景及び目的
都市計画分野における環境政策は、 1990年以降、
「エコシティ(建設省)J、「エコポリス(環境庁)J、
「環境保全型都市(東京都)Jと次々と掲げられた。
これらはすべて「地球環境や周辺環境に配慮した
整備を行うJ施策であるが、それぞれ「環境共生
型JI環境調和型JI環境保全型Jと言葉が各省庁
別あるいは自治体別に使い分けられている。本研
究では、特に対象を住宅地に限定しているため、住
宅地整備を所管する建設省の定義に従い、「環境共
生型」を用いることとする。
環境共生型の都市整備手法といった場合、広義
的には用途地域制度や地区計画制度の導入なども
含まれると考えられるが、本研究では、より狭義
的な意味で用いられている「自然との共生や環境
の負荷の軽減を図ることを目的とした環境技術の
積極的な導入を図る」という整備手法(以下、環
境共生的手法)を指すものとする。これらの政策
は、都市スケールでの実現を目指すものであるが、
実際には一朝一夕に実現することは難しいため、モ
デル事業として指定された一部の地区において、そ
の整備が進められつつある段階である。環境共生
的手法を用いて整備される対象は、公共施設、商
業施設、河川・港湾整備、道路などの交通基盤等
多岐にわたっているが、特に、住宅あるいは住宅
地を対象に環境共生的手法が導入された場合、そ
の整備された住宅(地)を「環境共生住宅(地)J
という。我が国では、この環境共生住宅は建設省
の施策として普及・促進が図られている。建設省
定義では環境共生住宅に住環境まで含まれている
が、現在では住宅単体(戸建て住宅1戸)の方が普
及しており、住宅そのものを指して用いられるケー
スが多い。
環境共生型住宅地が求められた背景には、「地球
環境問題Jrエネルギー問題Jといった地球規模に
おける環境問題の顕在化も大きな要因ではあるが、
一方で、依然として改善されない都市部における
住宅問題もある。人口が集中する都市部において
は、大気汚染、騒音、ヒートアイランド現象、緑
地等オープンスペースの不足、景観問題、廃棄物
の増大等のさまざまな環境問題に加え、狭くて高
い住宅価格といった住宅の質的問題が指摘されて
いる。環境共生住宅は、地球規模から身近な生活
までの環境問題はもとより、都市部における住宅
問題を解決し、より高水準な居住環境の確保を目
指した整備手法であるといえよう。
1. 2 環境共生型住宅地の定義
環境共生住宅に関しては施策として実施してい
る建設省にも、現在のところ明確な定義がなく、統
一的な用いられ方はしていなL、。しかし、概ね「地
球環境を保全する観点から、エネルギー・資源・廃
棄物等の面で十分な配慮がなされ、また周辺の自
然環境と親密に美しく調和し、住み手が主体的に
関わりながら健康で快適に生活できるように工夫
された住宅、及びその住環境」と定義されている。
環境共生住宅の基本要件(目的)は、行政及び
研究者においても概ね統一的に使用されており、地
球環境の保全 (LowImpact)、周辺環境との親和
性 (HighContact)、居住環境の健康性・快適性
の確保(Health& Amenity)の3項目が掲げら
れている。本研究における「環境共生型住宅地jは、
建設省のいう「環境共生住宅」に含まれるもので
あるが、より明確に定義するために、環境共生的
手法を用いて整備された住宅地を街区スケールで
捉えたものを指すものとする。
環境共生型住宅地の整備は、その目的から、地
球環境問題、エネルギー問題を解決するための環
境政策であるともいえるし、都市環境の悪化や住
宅の質的問題を解決するための住宅政策としても
位置づけられよう。
1. 3 環境共生型住宅地関連の事業
環境共生住宅地関連の事業は、「環境共生住宅建
設推進事業(1992年度創設)JI環境共生住宅市街
地モデル事業(1993年度創設けの 2つで、とも
に建設省住宅局住宅生産課が所管となっている。
環境共生住宅建設推進事業では、気候、風土、環
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環境共生住宅の基本要件と実現手法
基本要件 実現手法
地球環境の保全 住宅の生産・建設・維持・廃棄に関わ -エネルギ の消費削減と有効利
江ρwlmpact) るそれぞれの過程で、省資源・省エネ 用
ルギーを図り、自然・未利用エネルギ -自然・未利用エネルギーの有効
ーを活用するなど、地球環境の保全に 利用
ついて適切な配慮がなされているこ -資源、の有効利用
と。
-廃棄物削減
周辺環境との親和性 住宅の計画・構・工法、維持管理、 -生態的豊かさと循環性への配慮
(High Contact) 住まい方などの面で、自然環境や地域 -建物内外の連関性の向上
社会等の周辺環境との調和について、 -地域の社会・分化との認和
適切な配慮がなされていること。 -住み手の共生的活動の支援
居住環境の健康・快適 住居の内部・外部における居住環境の -自然の恩恵の享受
性 健康性、快適性等の実現について、計 -安全かつ健康で快適な室内環境
(Health & Amenity) 画、維持管理、住まい方のそれぞれの -美しく調和したデザイン
面で、適切な配慮がなされているこ -豊かな集住性の実現と。
表1
んでいるのかを示す統計は存在しておらず、定量
的な把握は困難である。しかし、公団・公社を含
む公共セクターが環境共生型の住宅地開発を行う
場合には、環境共生的手法を用いたことによるコ
スト高を補うために、建設省による環境共生住宅
関連の事業指定を受けていることが多く、指定状
況から把握することは可能である。したがって、建
設省の環境共生住宅関連事業の指定状況から、圏
内の環境共生住宅の普及状況について把握するも
のとする(整備主体が個人あるいは民間で指定を
受けていない、あるいは戸建て住宅1戸のみといっ
た小規模な開発の場合等は含まれないことに注意
境等の特性をふまえて環境共生住宅の普及を計画
的、一体的に推進することを目的として、地方公
共団体により策定されている環境共生住宅建設基
本計画に対して補助が行われている。
環境共生住宅市街地モデル事業では、温暖化防
止等の地球規模での環境問題に総合的に配慮した
環境共生住宅の普及を目的として、環境負荷を低
減するなどの一定の要件を満たすモデル性の高い
住宅団地を整備する事業について、調査設計計画
費、透水性舗装・雨水浸透施設・緑化公開空地・緑
化人工地盤・屋上緑化施設の施設整備費、普及事
業費に対して補助が行われている。両者ともに、指
定要件を満たす環境共生住宅に関わる事業につい
て、その費用の一部を補助するものである。この
環境共生住宅関連事業は、良好な環境の確保を目
的としており、整備手法としてみれば住環境整備
事業の一つであると考えることができょう。
資料)建設省住宅局住宅生産課資料より作成
2.公的機関による環境共生型住宅地の
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注)補助対象期間が複数年に及ぶ場合は再掲しているため、
地区数の総計が51にはならない
図2 実施年度(補助対象期間)別施行者別地区数
表2 都道府県別環境共生住宅市街地モデル事業実施地区
地区数 都道府県名
5地区 大阪府、兵庫県
4地区 東尽都
3地区 愛知県、福岡県
2地区 秋田県、福島県、島根県、沖縄県
1地区 青森県、岩手県、宮城県、富山県、茨城県、千葉県、
神奈川県、長野県、新潟県、石川県、奈良県、
」 愛媛県、長崎県、佐賀県、宮崎県、鹿児島県
を要する)。
1998年 12月現在、全国で51地区がモデル事業
実施地区の指定を受けている。施工者は、都道府
県、市町村の行政、都道府県及び市町村の住宅供
給公社などの公社、住宅・都市整備公団、地域公
団、開発事業組合等その他組合に大別される。施
表3
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工者別に件数をみると、都道府県及び市町村の外
郭団体である公社がもっとも多く 17件、ついで住
宅都市整備公団が13件となっている。民間開発は
その他組合の2件にすぎず、行政や公団といった公
共セクターによる実施が大半である。
また、実施年度(補助対象期間)別に件数をみ
ると、初年度である 1993年は8件だったのに対し、
1997年、 1998年は 29件と増加している。特に、
市町村が整備主体となった事業の増加が目立って
いる。
全国における実施地区の分布をみると、 26都府
県が実施地区を擁しているが、兵庫県・埼玉県・大
阪府(各5件)、東京都 (4件)、福岡県・愛知県 (3
件)と、大都市を要する都府県が過半を占めてお
り、集中傾向がみられる。これは、都市環境問題
がより深刻であること、住宅不足による公的住宅
供給が増加していることなどによるものと考えら
れる。
市町村別にみると、建設省エコシティに指定さ
れている大宮市、北九州市、いわき市、環境庁エ
コポリスに指定されている板橋区、神戸市など、い
わゆる環境問題に先進的・積極的に取り組んでい
る自治体での指定が目立っている。
2 事例にみる現況2 
ついで、環境共生型住宅地の実像について具体
的な事例から概観したい。ここでは、初年度であ
る平成5年度の指定地区のうち、平成9年4月現在
各地区の概要
多摩ー ユー タウン2住区 多摩ー ユー タウン 12住区 マナール穴生
長峰社のー~五番街 長池せせらぎ通り地区
所在地 東京都稲城市長峰2・3丁目 東京都八王子市別所 福岡県北九州市八幡西区鉄竜l
丁目
事業者 住宅・都市整備公団 住宅・都市整備公団 北九州市住宅供給公社、北九州
市都市開発事業協同組合
施工期間 平成 5 年 3 月 ~8 年 3 月 平成 4年 3 月 ~7 年 3 月 平成 6 年 2 月 ~7 年 8 月
用途等 分譲住宅、賃貸住宅 分譲住宅、賃貸住宅 分譲住宅
中高層 (5~14 階) 中高層 (5~11 階) 高層(14階)
944戸 500戸 173戸
8.9ha 5.0ha 17，522ri' 
構造 鉄筋コンクリート 鉄筋コンクリート 鉄骨鉄筋コンクリート
分譲価格 3LDK (93~ 122 ri')で 4，400万~ 3LDK (88~98 ri')で 4，600万~ 3LDK(78ri')で2，500万円台(最
6，000万円台(三番街) 5， 700万円台 多価格帯)
(出典〕住宅・都市整備公団資料、北九州市住宅供給公社資料より作成
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表4 導入されている環境保全・改善技術
整備手法 多摩ーユータウン2住区 多摩ーユータウン 12住区 マ7ール穴生
長峰杖のー~五番街 長池せせらぎ通り地区
1 エネルギーの節減 パッシブソーラーシスァ 断熱化構造
地 と有効利用 ム
球 自然・未利用ヱネル 太陽電池を利用した照 ソーフーポンプ(地中ダ 太陽熱温水器の設霞
環 ギーの有効利用 明・サイン ムからせせらぎへの揚 外灯にソーラーライト使
境 アクティブソーラーシス 水) 用
の テム 風力発電風車の設置
保 耐久性の向上と資 雨水貯水槽(散水用) 雨水貯水槽(散水用)
全 源の有効利用 廃木の利用
南洋材使用の抑制
環境負荷低減と廃 間伐材を利用したウッド 再生砕石の利用 コンポストの設置
棄物削減 デッキ
再生砕石の利用
2 生態的豊かさと循 雨水の地下浸透 せせらぎ緑道(多自然型 隣接する緑地との一体的
周 環性の確保 (透水性舗装・雨水浸透 親水空間) 整備
辺 ます) 住宅棟への雨水集水管の ベランダ共有部分の緑化
環 擁壁・壁面の緑化 設置 傾斜地を利用した車庫
境 賃貸集会所の屋上緑化 地中ダム 車庫の屋上緑化
と 既存林の保全 透水性舗装
の 水辺(長池、築池)の保
親 全
和 気候や地域性との ゆとりの広場(オープン 建物配置の工夫
性 調和 スペースの確保)
建物配置の工夫
建物内外の連関性 ルーフバルコーーへの花 都市・建築景観上の配慮
の向上 壇の設置 緑道近辺の住戸の低層化
都市・建築景観上の配慮 歴史的景観の保全(長池
見附橋)
住み手の共生的活
動の支媛
3 自然の恩恵の享受
居 健康で快適な室内 局窓の確保による通風・ フイトコートの設置
住 環境 採光の容易な中高層住宅
環 安心して住み続けら 高齢者・障害者に配慮し 高齢者・障害者に配慮し 両齢者・障害者に配慮し
境 れる住環境 た住宅仕様 た住宅仕様 た住宅仕様
の 豊かな集住性の実 コミユーアイガーデン 小広場、プレイロット 散策路やコミユーアイ空
健 現 プレイロット (せせらぎ緑道) 聞の設置
康
快
適
性
注)各技術は複数の機能を有するものもあるため、主な機能によって分類している。
(出典)住宅・都市整備公団資料、北九州市住宅供給公社資料より作成
上げるものとする(表的。
(1) 事業の位置づけ
で事業が終了しすでに住戸への入居がすでに行わ
れている、「多摩ニュータウン2住区長峰杜のー~
五番街Jr多摩ニュータウン 12住区長池せせらぎ
通り地区Jrマテール穴生Jの3事例について取り 3事例ともに、建設省の環境共生住宅市街地モデ
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ル事業の指定を受けている。多摩ニュータウンの
2事例は住宅・都市整備公団が計画策定・事業を行
っている。マテール穴太は北九州市が中心となっ
て計画策定し、実際の事業は北九州市住宅供給公
社が行うという方式である。
(2) 環境保全・改善技術
導入された環境保全・改善技術(表4)は、多摩
ニュータウン、マテール穴生ともに、太陽熱利用、
透水性舗装、雨水の再利用、コンポストの設置・再
生砕石の利用等による廃棄物の削減等が共通して
いる。自然・未利用エネルギーの有効利用、生態
的豊かさと循環性の配慮といった整備手法につい
ては複数の技術が導入されているのに対し、気候
や地域性との調和、建物内外の連関性の向上、自
然の恩恵の享受等の手法は導入されていない。両
地区ともに、環境共生住宅の概念に示された各手
法を網羅的に導入するのでなく、コンセプトに応
じて一部の事業項目を重点的に導入するという手
法を用いている。
3.環境共生型住宅地に関する公的支援
制度
環境共生住宅関連のモデル地区に指定される以
外にも、普及促進を図るための公的支援制度があ
る。資金面に対する支援、技術・情報提供等の支
援等が考えられるが、ここでは前者の資金面での
支援制度を取り上げるものとする。制度としては、
日本開発銀行からの融資、住宅金融公庫融資にお
ける利率優遇制度等の公的支援制度がある(表5、
表的。
建設省による事業が、環境保全・改善技術等に
係る費用の一部を補助するという直接的な方式で
あるのに対し、他の支援制度は利率優遇、割増融
資という方式がとられている。日本開発銀行は一
定の規模を有する事業に対しての優遇融資である
のに対し、住宅金融公庫は対個人及び対事業者の
両方をカバーする割増融資制度である。
4.住環境整備事業としての位置づけの
明確化
環境共生型住宅地の整備はわが国では概念的に
も制度的にもまだ新しく、これまで都市計画にお
いて行われてきた住宅地の整備手法としての位置
づけが明確ではない。住宅地に環境共生的手法を
付加的に導入するという整備手法は、厳密な意味
で事業としての「住環境整備」とは異なっている
と考えられる。しかし、「住宅地によりよい環境を
確保するJあるいは「住宅地の環境改善をはかるJ
という視点は、環境共生住宅市街地整備事業も住
環境整備事業も同じであろう。住宅地の環境を考
える場合には、住宅政策として考えるだけでなく、
環境政策としての視点が重要であると考えられる。
実際、これまで住環境整備には、自然環境の回復
や生態系の保全といった視点は含まれてこなかっ
たといえるだろう。環境共生住宅市街地整備事業
は、住環境整備事業に比べて「環境政策Jとして
の位置づけが明白に示されているが、住宅政策と
してみるとあいまいであるといわざるをえない。
ここでは、環境共生型住宅地の整備という環境
政策、住宅政策の二面性を有する制度が、住環境
整備事業とどのような相違点があるのかを整理し
(表7)、従来の都市計画の枠組みのなかでどのよう
に位置つeけられるのかを明確にしてみたい。
(1)修復型でない新規開発事業への偏り
環境共生住宅市街地整備事業の指定を受けた住
宅地は、そのほとんどが新規の住宅開発、あるい
は建て替えによる再開発であるため、現段階では
修復型とはいいがたく、わが国の住環境整備事業
が全面買収・新規建設から修復型へと変遷してき
た流れには逆行しているといえよう。しかし、新
規開発に限られてしまう理由は環境保全・改善技
術の導入という整備手法に理由があると考えられ
る。たとえば、省エネルギ一、省資源の実現のた
めには、生産・流通一建設一生活一廃棄(再利用)
のライフサイクルの視点が必要で、現存する建物
に使用されている原材料を環境にやさしい原材料
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共生的手法が導入されることが期待される。
(2)中間水準を有する住宅地への適用
に変換することは難しい。また、省エネルギーの
パッシブソーラーシステムのような建物の構造上
の工夫や、建物の配置・景観の問題、オープンス
ペースなどによって地区全体の総合的な環境改善
をはかる等、新規の住宅開発地区でなければ容易
には実現できない。将来的には既存市街地の環境
改善といった修復型の環境整備にも積極的に環境
環境共生住宅市街地の採択要件をみると、住環
境水準を規定する接道条件、開発規模といった指
標が設定されていない。このことはこれまでの住
環境整備事業のように住環境水準が低い地区に対
表5 資金面の公的支援制度(日本開発銀行)
日本開発銀行 環境低負荷型建築物整備事業 環境共生都市総合整備事業
支援対象 以下の要件に該当する建築物の建設及 環境と共生した都市づくりの総合的な
び既存建築物の改修(但し、延床面積 推進に寄与する施設
2，000 ri以上) ①都市環境保全創出施設整備事業
①外壁等の断熱性能の向上等省エネルギ 都市環境計画等の実現に資するととも
一性能を確保するための適切な建築計 に、有効な都市環境の保全・創出に寄
画・設計が行われており、化石燃料の 与する施設(都市内緑化施設、透水性
使用量削減とそれに伴う二酸化炭素の 舗装、貯留浸透施設)を整備する事業
排出削減に貢献するものであること。 ②環境共生型都市施設整備事業
②排水再利用、節水型器具等による水資 都市環境計画に基づき、以下の施設を
源の有効活用及び高性能浄化槽等によ 整備する事業
る公共水域の汚濁負荷の低減が図られ -都市総合管理センター
ていること。 地域内の環境共生に資する各種都市
③周辺環境への適切な配慮がなされてい 運営施設(熱供給施設、水再利用施
ること(屋上緑化)等 設、廃棄物管路翰送施設等)を総合
④ゴミの排出を削減するための措置が図 的に管理制御する施設
られていること。
支援方法及び 融資における優遇 融資における優遇
条件 (1)利率:特別金利(4) (1)特別金利(4)
(2)償還期間:25年程度(据置5年以内 (2)償還期間:25年程度(据置5年以内
を含む) を含む)
(3)融資比率:50% (3)融資比率:40% 
表6 資金面の公的支援制度(住宅金融公庫)
住宅金融公庫 省エネルギー対策型住宅 自然エネルギー活用型住宅
支援対象 ①省エネルギー断熱構造工事 ①ソーフー住宅
②関口部断熱構造工事 ②雨水利用設備設置工事
③省エネルギー型暖・冷房設備設置
④省エネルギー型高性能給湯設備
支援方法及び 割増融資 割増融資
条件 <融資加算額> <融資加算額>
①50万円/戸 ①150万円/戸
②50万円/戸 ②50万円/戸
③100万円/戸
④50万円/戸
※個人建設、分譲(建売、公社分譲、有料分譲、市街地開発)、貸家の種別によって適用できないもの
もある。
? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ?
? ?
?
?
?
?
主な住環境整備事業の一覧
住宅地区改良事業 コミュニティ住環境整備事業 地区住環境総合整備事業 街なみ整備促進事業 環境共生住宅市街地モデル事業
不良住宅が密集する 不良住宅が集合していること、小規模な敷地が連たん 狭隆道路密集地区等につ 既成市街地のうち中間的 環境への負荷を低減する等一定の要件を
地区の整備改善を図 していること等により住環境の劣っている地区の住宅 いて、地区住民による自 住環境水準の地区につい 満たすモデル性の高い住宅市街地の整備
回
り、健康で文化的な 事情の改善と環境の整備を行う。 主的な住環境の整備・改 て、ゆとりとうるおいの に対して補助を行う。
生活を営むに足りる 善を支援することによ ある住宅地の形成のため
住宅の集団的建設を り、住環境の総合的改善 地方公共団体及び街づく
的 促進する。 を図る。 り協定を結んだ住民が協
力して、住宅等及び地区
施設の整備を図る。
(1)地区面積0.15h!l (1)地区面積 1(0.5)ha以上 (1)地区面積1(0. 5)ha (1)地区面積 1ha以上 0街なみ整備促進区域 (1)集団的に建設される住宅団地(概ね
以上 (2)不良住宅戸数 50(25)以 以上 (2)接道不良住宅率70% (1)区域面積lha以上 50戸以上)であること
(2)不良住宅戸数50 上 (2)小規模敷地数70 以上 (2)幅員6皿以上の道路が (2)住宅の断熱構造化、省エネ設備及び
戸以上 (3)住宅密度 (4)不良住 (35)ha以上 (3)住宅密度 55戸Iha 114以上 敷地内緑化等一定の要件を満たすこ
採 (3)不良住宅率80% (戸lha) 宅率(百) (3)小規模敷地率70 以上 (3)公閤等の面積が3百未満 と
以上 %以上 0街なみ整備事業地区 (3)地球温暖化防止、資源の有効利用等
択 (4)住宅密度80戸lha30以上40未満 70以上 (4)住宅密度 (1)区域面積 O.2ha以上 及び自然環境の保全の各々の技術に
用 以上
40以上50未満 60以上 55戸Iha以上 (2)街なみ整備促進区域 対応した施設の整備を行うこと
50以上60未満 50以上 内で街づくり協定が
件 60以上70未満 40以上 ※同左 結ばれた地区
70以上 30以上
※ o内は、住環境整備誘導
地区及び大都市法に規定
する重点供給地域
(1)不良住宅買収除 (1)不良住宅の買収除去費 (1)公共施設等の整備 (1)事業計画作成費、地 (1)整備方針策定費、整 (1)環境共生住宅市街地整備費[1/3J
去費等[1/2J (跡地公共利用)、公共施 費、コミュニティ 区施設造成費等[1! 備事業計画策定費、 イ.調査設計計画費
(2)公共施設等整備 設等の整備費、コミュニ 住宅(賃貸)建設費、 2J 地区施設整備費[1/2J ロ.環境共生施設整備費(道路、通路及
補助有内
費、改良住宅(賃 ティ住宅用地取得造成 同用地取得造成費 (2)地区施設整備促進 び駐車施設等、薄い浸透施設、緑化
貸)建設費、用地 費口12J [1/2J 費[1!3J 公関空地、緑化人口地盤、屋上緑化
取得費等[2/3J (2)コミュニティ住宅(賃 (2)共同立替等共同施 施設)
(3)改良住宅(分譲) 貸〉の設置費[2/3J 設整備費等口/2J ハ.附帯事務費
lま の共同施設整備 (3)不良住宅の買収除去費 (2)普及事業費[1/3J
補助率
費[1I3J (跡地公共利用以外)等 ※特定施工者が施行する事業について
[1/3J は、地方公共団体が補助する費用の
(1)-(3)のうち、地域 112以内でかっ該当事業に要する費用
改善対策特定事業で の合計額の113以内
市町村が行うものに
ついてはすべて[2/3J
表7
榊原・荻原:環境共生型住宅整備に関する考察 101 
して優先的に適用していくのではなく、中間水準
以上の環境を有する住宅地まで対象の範囲に広が
りがあることを意味している。技術的には環境共
生型住宅市街地事業をどのような住宅地に適用し
ていくことも可能ではある。しかし環境共生的手
法の導入が高コストであることを鑑みると、まず、
低水準な住宅地ではシビルミニマムからのレベル
アップをはかるための事業、すなわち公共性が高
い社会保障としての住環境整備事業を適用すべき
であろう。たとえば限られた費用のなかで-環境水
準をレベルアップするのであれば、生活道路が未
整備の地区に対しては、透水性舗装道路をつくる
よりも 1mでも長く道路を拡張することに投資すべ
きであるし、不良住宅地区であれば1戸でも多くの
住宅を供給することが求められるだろう。そうい
った意味で、環境共生型住宅地整備はこれまでの
対象となる住宅地の環境水準が徐々に向上してき
たなかでも、より高位に位置する地域へ適用され
てL、く整備手法であると考えられる。したがって
地区内の環境改善の費用負担や維持活動等、地区
住民が果たす役割lも大きくなってこよう。事業費
の補助内容については、住環境整備事業と環境共
生住宅市街地整備事業において、対象費目に若干
の違いがあるだけで、計画段階から整備費までの
事業費の一部を助成するという方式は同じである。
しかし、環境共生住宅市街地整備は、公平性が重
視された社会保障としての住宅政策から、効率性
が重視される新しい住環境整備事業であるといえ
る。
(3)環境水準を示さない採択要件
住環境整備事業では、採択要件そのものがその
地区の住環境水準を示す役割を果たしており、事
業の効果をその指標が示す値の上昇分として評価
することが可能であった。しかし、環境共生住宅
市街地事業では、採択要件が住環境水準によらな
いため、施策効果として住環境水準が向上したこ
とを示す指標がなL、。環境共生住宅市街地事業は、
効率性が求められる施策であるにもかかわらず、逆
にその効果がわかりにくくなってしまっている。環
境共生住宅市街地事業において、目標水準やどの
程度環境改善が行われたのかという事業の効果を
明確にするという意味でも、環境水準を示す何ら
かの指標が必要となってくると考えられる。
施策の効果を考えると、従来の住環境整備事業
は、地区内の環境改善を目的としており、事業実
施による便益は主として地区内住民に帰着すると
考えられる。しかしながら、環境共生住宅市街地
整備事業は、事業が実施される地区は限定的であ
るが、導入された技術は身近な環境はもとより地
球環境への配慮、を視野に入れたものであり、事業
実施の効果は地区住民のみならず、地区外へも及
ぶと考えられる。
以上をまとめると、環境共生住宅市街地整備事
業は、これまで住環境整備事業の対象となる住宅
地の環境水準が低水準から中間水準へと高くなる
なかで、より高水準を有する地域へ適用される整
備手法であると考えられる。そのため、社会保障
的な住宅政策というよりむしろ効率性が求められ
る施策であり、地区住民が果たす役割も大きくな
っているといえる。一方で、環境改善を目的とす
る住環境整備事業では不可欠な環境水準を示す指
標については、住環境整備事業では採択要件とし
て明示され、またより住環境を適正に把握するた
めに指標の多様化も進んだ。しかし、環境共生住
宅市街地整備事業では必ずしも事前に環境水準を
規定する必要がないため環境評価指標がなく、目
標水準や事業効果が明確にされないまま事業が進
められている状況であるといえる。
また、従来の住環境整備は、事業実施の便益が
地区内居住者に帰着するが、環境共生住宅市街地
整備事業では便益が地区内外の住民へと及ぶ可能
性が高い点も異なると考えられる。
5.制度的課題と今後の動向
環境共生型住宅地整備を住環境整備手法として
捉えると、以下のような課題があげられる。
(1)制度制定後増加傾向ではあるが、全国で51
地区と十分に普及しておらず、地域的偏りが
みられる。
(2)採択要件に住環境水準を明示する必要がな
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いため、住環境を示す統一的な指標がない。ま
た、事業の目標水準、事業実施効果が定量的
に示されていない。
(3)低質な住環境改善でなく、中間水準の住宅
地において実施される事業であるため効率性
が求められるが、十分な検証が行われていな
L 、。
(4)公共セクターによる整備がほとんどで、民
間住宅地には採用されていない。
環境共生住宅地の環境がと・の程度の環境水準で
あるのか、また事業実施によってどのような環境
改善がはかられたのかといった評価を行うことが、
まず第一歩となろう。すでに榊原 (1998a)や榊
原・萩原(l998b)で、環境共生型住宅地の環境
評価の例を示している。また、評価の視点には、単
純にどれだけの環境改善かというだけでなく、対
費用効果、費用便益といった効率性の観点を加え
る必要がある。現在までに行われてきた各事業に
ついて、同じものさしで効果を計測しうる基準=
評価手法の確立に早急に取り組まなければならな
いと考えられる。
平成9年11月、民間事業者による一定規模を有
する集合住宅型の環境共生住宅の第一号が分譲さ
れ、話題となった。その後「環境共生Jr環境との
調和Jを唱った開発が、相次いでみられている。し
かしながら、公共セクターによる事業と比較する
と、導入される環境保全・改善技術が量的にも質
的にも不十分であるといわざるをえない。
公共セクターは良質な住宅を供給する重要な役
割を担っているが、その供給量は限られている。今
後、より一層の環境共生型住宅地の普及促進を図
るためには、民間開発に対する支援策をより充実
させていくことが不可欠である。
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Recently Ecological Housing Development， which is one of ecological planning， has been 
projected. Many kinds of techniques to conserve and to improve residential environment are 
introduced in Ecological Housing Development. The pu中oseof this paper is to be c1ear an 
out1ine and latest trend of these residential area. 
Most of Ecological Housing Development is implemented by public sector. The initial cost 
of these pr吋ectsis very expensive， soit is difficult to do by private sector. Additionally it is 
pointed out that it is not c1ear of the effect of environmental improvement by this development. 
And Ecological Planning is implemented in residential area that has middle level of residential 
environment; it might be different from traditional housing policy as social welfare. So it is 
important to implement feasibly study at the view of “efficiency". In future ecological planning 
wi1 be one of most effective method for Environmental Improvement. 
